
他の地方公共団体からの応援計画①

北陸三県災害時等の相互応援に関する協定（平成21年5月18日）
【対象】
富山県、石川県、福井県
【応援内容】
①被災地の情報収集並びに人員及び資機材の輸送等に係わるヘリコプターの派遣
②救助及び応急復旧に必要な医療職、技術職等の職員の派遣並びにボランティアの
あっせん

③食糧、飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な資機材の提供及びあっせん
④被災者の救出、医療、防疫及び施設の応急復旧等に必要な資機材、物資等の提供
及びあっせん

⑤避難、救援及び救助活動に必要な車両等の提供及びあっせん
⑥被災者等の一時収容のための施設の提供及びあっせん
⑦ゴミ、し尿処理等のための車両及び施設のあっせん
⑧医療機関による傷病者の受入
⑨その他要請のあった事項

福井県・奈良県災害時等の相互応援等に関する協定（平成26年6月11日）
【応援内容】
①救助及び応急復旧に必要な医療職、技術職等の職員の派遣及びボランティアの
あっせん

②食糧、飲料水及び生活必需品並びにその提供に必要な資機材の提供及びあっせん
③被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材、物資等の提供
及びあっせん

④救助及び救援活動に必要な車両等の提供及びあっせん
⑤被災者の一時収容のための施設の提供及びあっせん
⑥その他特に要請のあった事項
⑦平常時における、原子力防災に関する情報の提供、普及啓発、研修の実施等
⑧原子力災害時の避難受入れにかかる関係市との調整等の協力

福井県・石川県災害時等相互応援等に関する協定（平成26年6月11日）
【応援内容】
①広域避難に係る避難者の受け入れ調整
②原子力防災活動資機材の提供
（緊急時モニタリング資機材・原子力防災活動資機材・緊急時医療資機材）
③原子力防災関係職員の派遣
（緊急時モニタリング関係職員・緊急時医療関係職員・その他原子力災害対策関係職員）

近畿圏危機発生時の相互応援に関する基本協定（平成24年10月25日）
【対象】
福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、徳島県、
関西広域連合
【応援内容】
①職員の派遣
②食料、飲料水及び生活必需品の提供
③資機材の提供
④避難者及び傷病者の受入れ
⑤その他特に要望のあった事項

中部9県1市災害時等の応援に関する協定（平成19年7月26日）
【対象】
富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、
名古屋市
【応援内容】
①応援物資等の提供及びあっせん並びに人員の派遣
②避難場所等の相互使用、緊急輸送路の共同啓開等被災県市等の境界付近における
必要な措置

③被災者等の一時収容のための施設の提供
④医療機関による傷病者の受入れ
⑤その他特に要請のあった事項

福井県・岐阜県災害時等の相互応援等に関する協定（平成7年10月6日）
【応援内容】
①被災地の情報収集及び人員、資機材輸送等のためのヘリコプターの派遣
②救助及び応急復旧に必要な医療職、技術職等の職員の派遣及びボランティアの
あっせん

③食糧、飲料水及び生活必需品並びにその提供に必要な資機材の提供及びあっせん
④被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材、物資等の提供
及びあっせん

⑤救援及び救助活動に必要な車両等の提供及びあっせん
⑥被災者の一時収容のための施設の提供及びあっせん
⑦ごみ、し尿処理のための車両及び施設のあっせん
⑧その他特に要請のあった事項

 原子力災害又は地震、津波との複合災害が発生した場合、国からの支援のほか、福井県、京都府及び滋賀県に対
する関係地方公共団体からの支援策として、近隣府県や広域圏、または全国規模の応援協定が締結されている。

104



他の地方公共団体からの応援計画②

全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定（平成24年5月18日）
【応援内容】
①人的支援及び斡旋
②物的支援及び斡旋
③施設又は業務の提供及び斡旋
④その他特に要請のあったもの

原子力災害時の相互応援に関する協定（平成13年1月31日）
【対象】
北海道、青森県、宮城県、福島県、茨城県、新潟県、石川県、福井県、静
岡県、京都府、島根県、愛媛県、佐賀県、鹿児島県
【応援内容】
①原子力防災資機材の提供
②職員の派遣

関西広域連合と九州地方知事会との災害時の相互応援に関する協定
（平成23年10月31日）
【対象】
関西広域連合（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取
県、徳島県、京都市、大阪市、堺市、神戸市）、九州地方知事会（福岡県、
佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県、山口県）
【応援内容】
①職員の派遣
②食料、飲料水及び生活必需品の提供
③避難施設及び住宅の提供
④緊急輸送路及び輸送手段の確保
⑤医療支援
⑥その他応援のため必要な事項

関西広域連合と九都県市との災害時の相互応援に関する協定（平成26年6月11日）
【対象】
関西広域連合（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取
県、徳島県、京都市、大阪市、堺市、神戸市）、埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市
【応援内容】
①職員の派遣
②食料、飲料水及び生活必需品の提供
③資機材の提供
④避難者及び傷病者の受入れ
⑤車両、ヘリコプター、船舶等の輸送手段の確保
⑥医療支援
⑦その他特に要請のあった事項

関西広域連合と中国地方知事会との災害時の相互応援に関する協定
（平成29年6月5日）
【対象】
関西広域連合（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥
取県、徳島県、京都市、大阪市、堺市、神戸市）、中国地方知事会（鳥取
県、島根県、岡山県、広島県、山口県）
【応援内容】
①住民の避難
②被災者等の救援・救護及び災害応急・復旧対策に係る人的・物的支援
③施設若しくは業務の提供又はそれらの斡旋
④その他特に要請のあった事項

関西広域連合と四国知事会との災害時の相互応援に関する協定
（平成29年6月6日）
【対象】
関西広域連合（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥
取県、徳島県、京都市、大阪市、堺市、神戸市）、四国知事会（徳島県、
香川県、愛媛県、高知県）
【応援内容】
①職員の派遣
②食料、飲料水及び生活必需品の提供
③資機材の提供
④避難者及び傷病者の受入れ
⑤車両、ヘリコプター、船舶等の輸送手段の確保
⑥医療支援
⑦その他被災した構成府県市が要請した措置 105



7．大飯発電所及び高浜発電所がともに
被災した場合における対応

おお い
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たか はま

＜対応のポイント＞

1. 大飯発電所及び高浜発電所がともに被災した場合は、両地域を一体として
対応にあたることとし、現地における対応を一元化すること。

2. 大飯発電所の原子力災害対策重点区域においては「大飯地域の緊急時対
応」、高浜発電所の原子力災害対策重点区域においては「高浜地域の緊急
時対応」に基づき、それぞれ防護措置を実施するが、両発電所の原子力災
害対策重点区域が重なる地域については、事態が進展した発電所の緊急時
活動レベルに応じた防護措置を先行して実施すること。

おおい

たかはま
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大飯地域及び高浜地域のＵＰＺ

8市6町 （福井県おおい町、小浜市、高浜町、若狭町、

美浜町）

（京都府舞鶴市 、京都市、綾部市、南丹市、

京丹波町、福知山市、宮津市、伊根町）

（滋賀県高島市）

住民数： 179,895人

1市1町 （福井県おおい町、小浜市）

住民数： おおい町726人、小浜市258人

1市1町 （福井県高浜町、京都府舞鶴市）

住民数： 高浜町7,651人、舞鶴市546人（大浦半
島の一部の住民を含む）

 大飯地域及び高浜地域における原子力災害対策重点区域では、PAZの重なりはなく、大飯地域の
PAZは福井県おおい町及び小浜市、高浜地域のPAZは福井県高浜町及び京都府舞鶴市。

 両地域のUPZ内は、大部分が重なっており、福井県、京都府、滋賀県の8市6町にまたがる。

出典：国土地理院ホームページ（http://maps.gsi.go.jp/#9/35.795538/136.051941）
「白地図」国土地理院（http://maps.gsi.go.jp/#10/35.533344/135.689392）をもとに内閣府（原子力防災）作成

原子力災害対策重点区域の概要

京丹波町

京都市

小浜市

美浜町

高島市

綾部市

宮津市

南丹市

若狭町

おおい町

高浜町

宮津市

舞鶴市

ＰＡＺ拡大図

伊根町

10km

5km

ＵＰＺ

ＰＡＺ

伊根町

ＰＡＺに準じた
避難を行う地域

福知山市

PAZ
5km

UPZ

30km

大飯発電所

高浜発電所

おおい たかはま

おばましちょう たかはまちょう まいづるし

ちょう お ばま し

たかはまちょう まいづる し

わかさちょう

みはまちょう

きょうとし あや べ し なん たん し

きょうたん ば ちょう ふく ち やま し みや づ し い ね ちょう

たか しま し



原子力災害対策重点区域の人口分布

 大飯地域のみのUPZ内人口※1は21,325人、高浜地域のみのUPZ内人口※2は33,840人。また、両地
域共通のUPZ内人口は124,730人であり、両地域のUPZ内人口は179,895人。

 両地域の原子力災害対策重点区域内（PAZ※3及びUPZ)の人口は合計で189,076人。

人口：平成31年４月１日時点

108

関係市町名
大飯地域のみのＵＰＺ 両地域共通のＵＰＺ 高浜地域のみのＵＰＺ

合 計
（概ね５～３０km圏内）

福井県

おおい町 0 人 0 世帯 7,507 人 2,931 世帯 0 人 0 世帯 7,507 人 2,931 世帯

小浜市 0 人 0 世帯 29,004 人 11,910 世帯 0 人 0 世帯 29,004 人 11,910 世帯

高浜町 0 人 0 世帯 2,778 人 1,156 世帯 0 人 0 世帯 2,778 人 1,156 世帯

若狭町 11,055 人 3,737 世帯 3,673 人 1,191 世帯 0 人 0 世帯 14,728 人 4,928 世帯

美浜町 9,459 人 3,672 世帯 0 人 0 世帯 0 人 0 世帯 9,459 人 3,672 世帯

小計 20,514 人 7,409 世帯 42,962 人 17,188 世帯 0 人 0 世帯 63,476 人 24,597 世帯

京都府

舞鶴市 0 人 0 世帯 76,828 人 37,374 世帯 4,503 人 2,217 世帯 81,331 人 39,591 世帯

京都市 292 人 144 世帯 0 人 0 世帯 0 人 0 世帯 292 人 144 世帯

綾部市 0 人 0 世帯 1,490 人 829 世帯 6,596 人 3,275 世帯 8,086 人 4,104 世帯

南丹市 22 人 12 世帯 3,192 人 1,483 世帯 351 人 213 世帯 3,565 人 1,708 世帯

京丹波町 0 人 0 世帯 258 人 120 世帯 2,646 人 1,177 世帯 2,904 人 1,297 世帯

福知山市 0 人 0 世帯 0 人 0 世帯 449 人 196 世帯 449 人 196 世帯

宮津市 0 人 0 世帯 0 人 0 世帯 17,897 人 8,512 世帯 17,897 人 8,512 世帯

伊根町 0 人 0 世帯 0 人 0 世帯 1,398 人 604 世帯 1,398 人 604 世帯

小計 314 人 156 世帯 81,768 人 39,806 世帯 33,840 人 16,194 世帯 115,922 人 56,156 世帯

滋賀県 高島市 497 人 278 世帯 0 人 0 世帯 0 人 0 世帯 497 人 278 世帯

小計 497 人 278 世帯 0 人 0 世帯 0 人 0 世帯 497 人 278 世帯

合 計 21,325 人 7,843 世帯 124,730 人 56,994 世帯 33,840 人 16,194 世帯 179,895 人 81,031 世帯

おおい たかはま

※1 大飯地域のUPZ人口（154,252人）は、大飯地域のみのUPZ、両地域共通のUPZ及び高浜地域のPAZ人口を積算。

※3 PAZ人口については資料P107参照

※2 高浜地域のUPZ(159,554人）は、高浜地域のみのUPZ、両地域共通のUPZ及び大飯地域のPAZ人口を積算。



高浜発電所 大飯発電所

福井県高浜オフサイトセンター

福井県大飯オフサイトセンター
（福井県高浜オフサイトセンターからの距離約5km）

【臨時ヘリポート】
おおい町多目的グラウンド
（福井県大飯オフサイトセン

ターからの距離約200m）

【臨時ヘリポート】
高浜町中央球場

（福井県高浜オフサイトセン
ターからの距離約2km）

対応の一元化
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 高浜発電所の単独の故障以外については、国の要員等の参集が地理的に容易である福井県大
飯オフサイトセンターに現地の対応を一元化する。

 要員の集約先等の判断は、事故警戒本部本部長（原子力規制委員会委員長及び内閣府政策統
括官（原子力防災担当））が、原子力事業者等より報告された事象が原子力規制委員会において
警戒事態に該当すると判断された際に、大飯発電所及び高浜発電所の事態進展の状況を踏まえ
て判断する。

 既に福井県高浜オフサイトセンターに参集している要員は、この判断の後、速やかに集約先の福
井県大飯オフサイトセンターへ移動を開始する。
※ 自然災害によりｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ自体やアクセス道路、臨時ヘリポート等に著しい被害がある場合にはその状況により決定する。
※ 自然災害との複合災害に限らず、それぞれが故障起因の警戒事態以上の場合も、本要件に該当する状況で対応する。
※ 事態の解消等の状況の変化があった場合でも、要員の所在場所の移転は実施しない。

＜要員の集約先（国要員等の派遣先）＞

大飯発電所

警戒事態
の解除

故障要因に
よる警戒事
態の発生、
そのおそれ

不明

（事態進展
の状況）

高
浜
発
電
所

警戒事態
の解除

福井県大飯
ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

福井県大飯
ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

故障要因による
警戒事態の発生、

そのおそれ

福井県高浜
ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

福井県大飯
ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

福井県大飯
ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

不明
（事態進展の

状況）

福井県高浜
ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

福井県大飯
ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

福井県大飯
ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

たかはま おお

い

たかはま
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 大飯地域及び高浜地域のPAZ内の住民の県内避難先及び県外避難先は、重複なく確保済み。

越前市

敦賀市

姫路市

高浜発電所 大飯発電所

※高浜町及びおおい町のPAZに該当する地域の県内避難先は共に敦賀市であるが、避難先施設を重複しないように確保。

PAZ内の住民の避難先

京都市

三田市

宝塚市
川西市

神戸市

猪名川町

高浜地域 府県内避難先 府県外避難先

高浜町 敦賀市※

松陵中学校（他１３施設）

三田市
駒ヶ谷運動公園

宝塚市
末広体育館（他１３施設）

猪名川町
猪名川ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ（他２施設）

舞鶴市
京都市

東山青少年活動ｾﾝﾀｰ
(他１1施設)

神戸市
田園ｽﾎﾟｰﾂ公園（他1施設）

大飯地域 県内避難先 県外避難先

おおい町 敦賀市※
敦賀市立粟野中学校

川西市
加茂小学校（他３施設）

小浜市 越前市
武生商業高等学校

姫路市
好古学園大学校

PAZ
5km

UPZ

30km

おおい たかはま



PAZ内の住民の施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力

 大飯地域及び高浜地域のPAZ内において施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力は、想定対象人数5,903人（う
ち支援者929人を含む）について、バス113台、福祉車両54台（ストレッチャー仕様17台、車椅子仕様37台）。

想定対象
人数

必要車両台数※1

備考
バス※２ 福祉車両※３

(ストレッチャー仕様)
福祉車両※３

(車椅子仕様)

学校・保育所の児童等の避難
1,151人

（児童等973人
＋職員178人）

27台
（児童等973人
＋職員178人）

0台 0台 保護者への引き渡しによりその分必要車両台数は減少

医療機関・社会福祉施設の入所者の避難
162人

（入所者数125人
＋職員数37人）

4台
（入所者数121人
＋職員数34人）

2台
(入所者2人

＋職員2人)

1台
(入所者2人

＋職員1人)

放射線防護対策が講じられた若狭高浜病院及び若狭高浜
病院付属介護老人保健施設（103人（入所者78人＋職員25
人））については、自施設内の放射線防護区域に移動し、入
所者等の避難に必要な体制が整うまで屋内退避を実施

医療機関・社会福祉施設の入所者のうち、
避難の実施により健康リスクが高まる者
及びその支援者の避難※5

10人
（入所者数8人
＋職員数2人）

0台 0台
4台

(入所者8人
＋職員2人)

放射線防護対策が講じられた若狭高浜病院（125人（入所者
80人＋職員45人））については、自施設内の放射線防護区
域に移動するため、車両は不要。放射線防護対策が講じら
れていない施設は、放射線防護施設に輸送。
若狭高浜病院付属介護老人保健施設には該当者なし。

在宅の避難行動要支援者の避難※4
1,023人

（要支援者521人
＋支援者502人）

26台
(要支援者515人
＋支援者496人)

6台
（要支援者6人
＋支援者6人）

0台 支援者の車両での避難によりその分必要車両台数は減少

在宅の避難行動要支援者のうち、避難の
実施により健康リスクが高まる者及びそ
の支援者を放射線防護施設に輸送※4

420人
（要支援者210人
＋支援者210人）

0台
9台

(要支援者20人
＋支援者20人)

32台
(要支援者190人
＋支援者190人)

放射線防護施設に輸送
高浜町（372人（要支援者186人+支援者186人））については、
近距離のためピストン輸送（4往復）を想定

その他の施設敷地緊急事態要避難者（妊
婦・授乳婦・乳幼児・乳幼児の保護者等）
を避難先施設に搬送

1,417人 33台※4 0台 0台 「乳幼児の保護者等」には、乳幼児がいる世帯人数を計上

観光施設から避難する一時滞在者 201人 6台 0台 0台
1日あたりの観光客数のうち、9割以上が自家用車で訪問し
ていることを踏まえ、その1割を想定対象人数として算入

海水浴場から避難する一時滞在者 709人 17台 0台 0台
１日あたりの海水浴客のうち、9割以上が自家用車で訪問し
ていることを踏まえ、その1割を想定対象人数として算入

合 計 5,093人 113台 17台 37台
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※1 数字は現段階で関係市町が把握している暫定値であり、大飯地域及び高浜地域でそれぞれ必要となる台数を積算した数

※3 福祉車両（ストレッチャー仕様）は1台当たり1人、福祉車両（車椅子仕様）は1台当たり2人の避難行動要支援者を搬送することを想定

※2 バスは１台当たり45人程度の乗車を想定

※5 「避難の実施により健康リスクが高まる者」は、輸送等の避難準備が整うまで放射線防護施設内に屋内退避（放射線防護施設から避難する場合には、別途車両の確保が必要）

たかはまおおい

※4 舞鶴市におけるﾊﾞｽ必要台数については、PAZ（松尾・杉山地区）に1台、PAZに準じた避難を行う地域（大山地区、田井地区、成生地区、野原地区）に2台を配車し、支援者の車両等で避難することが困難な在宅の避難行動要支援者及びそ
の他の施設敷地緊急事態要避難者等（妊婦・授乳府・乳幼児の保護者等）を搬送することを想定

まつ お すぎ やま おお やま た い なり う の は ら
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PAZ内の住民の施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力の確保①

 大飯地域及び高浜地域で施設敷地緊急事態が発生した時には、在宅の要支援者の避難等のため
に、福井県の嶺南地方や舞鶴市内のﾊﾞｽ会社が保有する車両のほか、関西電力が配備する車両に
より、必要車両数を重複なく確保。

確保車両台数
備考

バス
福祉車両

(ストレッチャー仕様)
福祉車両

(車椅子仕様)

（A）必要車両台数 １１３台 １７台 ３７台

（B）確保車両台数 計１１３台 計１７台 計３７台

確
保
先

・おおい町、高浜町、小浜市
・社会福祉協議会等（３市町）

１台 ５台 １６台

保有車両台数
バス １３台
福祉車両（ストレッチャー） ２６台
福祉車両（車椅子） ７２台

バス会社（福井県嶺南地方） １０５台 － －
保有車両台数

バス １９３台

・舞鶴市
・舞鶴市内の社会福祉施設

３台 － １台

保有車両台数（舞鶴市）
バス ３台
福祉車両（ストレッチャー、車椅子兼用） ６台
福祉車両（車椅子） ５台

保有車両台数（社会福祉施設）
福祉車両（ストレッチャー） ３０台
福祉車両（車椅子） ４２台

舞鶴市内のバス会社等 １台 － －
保有車両台数（バス会社等）

バス ８０台（乗合含む）
タクシー ９２台

関西電力 ３台 １２台 ２０台

保有車両台数
バス ５台
福祉車両（ストレッチャー、車椅子兼用） ２１台
福祉車両（車椅子） １１台

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊 ）が
必要に応じ支援を実施

たかはまおおい

まいづるしれいなん

ちょう たかはまちょう お ばま し

まいづる し
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PAZ内の住民の施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力の確保②

市町 おおい町 小浜市 高浜町 舞鶴市

車両種別 バス
福祉車両
（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ

仕様）

福祉車両
（車椅子仕様）

バス
福祉車両
（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ

仕様）

福祉車両
（車椅子仕様）

バス
福祉車両
（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ

仕様）

福祉車両
（車椅子仕様）

バス
福祉車両
（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ

仕様）

福祉車両
（車椅子仕様）

(Ａ)必要車両台数 １４台 ５台 ６台 ２台 ０台 ３台 ９２台 ６台 ２７台 ５台 ６台 １台

(B)確保車両台数 １４台 ５台 ６台 ２台 ― ３台 ９２台 ６台 ２７台 ５台 ６台 １台

確
保
先

・おおい町
・社会福祉協議会
等（おおい町）
・小浜市
・社会福祉協議会
等（小浜市）
・高浜町
・社会福祉協議会
等（高浜町）

― ２台 ３台 ― ― ２台 １台 ３台 １１台 ― ― ―

バス会社（福井県
嶺南地方）

１３台 ― ― ２台 ― ― ９０台 ― ― ― ― ―

・舞鶴市
・舞鶴市内の社会
福祉施設

― ― ― ― ― ― ― ― ― ３台 ― １台

舞鶴市内の
バス会社等

― ― ― ― ― ― ― ― ― １台 ― ―

関西電力 １台 ３台 ３台 ― ― １台 １台 ３台 １６台 １台 ６台 ―

＜各市町別の確保先＞

113
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PAZ内の住民の全面緊急事態で必要となる輸送能力及びその確保

 大飯地域及び高浜地域のPAZ内において全面緊急事態で必要となる輸送能力は、自家用車で避難出来ない住民、
合計247人分、ﾊﾞｽ10台。

 両地域で全面緊急事態が発生した時には、福井県の嶺南地方や舞鶴市内のﾊﾞｽ会社が保有する車両のほか、関
西電力が配備する車両により、必要車両数を重複なく確保。

 車両及び運転者については、福井県ﾊﾞｽ協会、京都府ﾊﾞｽ協会等の協力により、更に余裕を持った台数・人数を確
保。

想定対象人数 必要車両台数 備考

自家用車での避難ができない住民 ２４７人 １０台 １台当たり４５人程度の乗車を想定

※1 数字は現段階で地方公共団体が把握している暫定値

※1

＜両地域において全面緊急事態となった場合に必要となる輸送能力＞

確保車両台数
備考

バス

市町 おおい町 小浜市 高浜町 舞鶴市

（A）必要車両台数 ２台 １台 ２台 ５台

（B）確保車両台数 ２台 １台 ２台 ５台

確
保
先

バス会社［福井県嶺南地方］ １台 ― １台 ― 保有車両台数 バス １９３台

舞鶴市 ― ― ― ３台 保有車両台数 バス ３台

舞鶴市内のバス会社 ― ― ― １台

保有車両台数 バス ８０台（乗合含む）
タクシー ９２台

※タクシーを用いた避難が実施出来た分必要バ
ス台数は減少。

関西電力 １台 １台 １台 １台 保有車両台数 バス ５台

＜両地域において全面緊急事態となった場合の輸送能力の確保＞

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊 ）が必要に応じ支援を実施

たかはまおおい

れいなん まいづるし
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UPZ内の住民の避難先

大阪府

 大飯地域及び高浜地域のUPZ内の住民の県内避難先及び県外避難先は、重複なく確保済み。

高浜UPZ 大飯UPZ

府県内避難先 府県外避難先

福井県 ５市町 兵庫県 ２２市町

京都府
１５市町

（市内避難を含む）

兵庫県 １９市町

徳島県 ３市町

滋賀県
１市他

（市内避難を含む）
大阪府 ３市

おおい たかはま
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福井県 バス 車椅子車両 ストレッチャー車両 備考

必要車両台数 ７１台 ８０台 ６７台
・ 住民の5%がﾊﾞｽによる一時移転等が必要と想定
・ 車椅子車両・ｽﾄﾚｯﾁｬｰ車両はピストン輸送（１４往復）を想定

県内の車両保有数 ９０７台 ７０４台 ８９台
・ 福井県及び県内UPZ市町における医療機関や社会福祉施設等に

おける保有台数の合計数（消防の保有する救急車の台数を除く）

京都府 バス 車椅子車両 ストレッチャー車両 備考

必要車両台数 １，９３３台 ７５台 ４４台

・ 住民の75%がﾊﾞｽによる一時移転等が必要となると想定
・ 京都府内は、大飯UPZの京都市（292人）、南丹市の一部（7人）以外

は高浜のUPZに含まれているため、高浜のUPZの必要台数（車椅
子：74台、ｽﾄﾚｯﾁｬｰ：44台）に、大飯のUPZである京都市分（車椅子：
1台）を加えた合計（南丹市の一部は福祉車両不要）

・ 車椅子車両・ｽﾄﾚｯﾁｬｰ車両はピストン輸送（１４往復）を想定

府内の車両保有数 ２，３５０台 １７１台 １０１台
・ 京都府及び府内ＵＰＺ市町における医療機関や社会福祉施設等に

おける保有台数の合計数（消防の保有する救急車の台数を除く）

滋賀県 バス 車椅子車両 ストレッチャー車両 備考

必要車両台数 ３０台 ２台 ０台
・ 滋賀県は、高浜のUPZでは人口が0人のため、大飯地域のUPZ内
の合計数
・ 車椅子車両・ｽﾄﾚｯﾁｬｰ車両はピストン輸送（１４往復）を想定

県内の車両保有数 ４３８台 ２５７台 ２５台
・滋賀県及び 県内UPZ市町における医療機関や社会福祉施設等に

おける保有台数の合計数（消防の保有する救急車の台数を除く）

府県タクシー協会に所属
するタクシー保有台数

福井県タクシー協会 ８４９台
京都府タクシー協会 ６，１５８台
滋賀県タクシー協会 １，０９６台

・ 一般タクシーは、車椅子（大型電動車椅子を除く）を荷台に積むこと
や座席のリクライニング利用や支援者の同伴により、福祉車両と同等
の輸送能力が確保可能

※ 福祉車両の必要台数は、大飯地域の緊急時対応及び高浜地域の緊急時対応においてそれぞれ必要とされる台数を積算した数

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）が必要に応じ支援を実施

UPZ内の住民の一時移転等で必要となる輸送能力及びその確保

 UPZ内で一時移転等の対象となる区域は、UPZ内全域ではなく、その一部に留まることが想定される点に留意。ここではあえて、大飯地
域及び高浜地域のUPZ内全域が、一時移転等を実施すると仮定した場合の輸送能力を確保する。

 なお、府県内の輸送手段では不足する場合、ﾊﾞｽについては関西広域連合等関係機関が府県及び隣接府県等の関係団体から輸送手
段を調達する。

 また、要支援者の一時移転等の際には、まずは府県内で保有している福祉車両を利用して避難することを優先するが、それでも不足す
るような場合には、各府県ﾀｸｼｰ協会に所属するﾀｸｼｰを活用。それでも必要車両数が確保できない場合には、国の原子力災害対策本部
にて福祉車両の確保に向けた調整を行う。

府県のバス会社が保有
するバス台数

福井県９０７台 京都府２，３５０台 滋賀県４３８台

たかはま

おおい



８．放射線防護資機材、物資、
燃料備蓄・供給体制
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PAZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄体制

備蓄拠点 対象者

福井県大飯オフサイトセンター
おおい町役場
小浜市役所

自治体職員、避難誘導者
バス運転者等防災関係者

小浜警察署
若狭消防本部
若狭消防署大飯分署

警察職員
消防職員、消防団員 等

はまかぜ交流センター
大島小学校
福井県栽培漁業センター

施設管理者、避難誘導者等

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ個人線量計

福井県大飯オフサイトセンター
（放射線防護施設）

若狭消防本部

福井県栽培漁業センター
（放射線防護施設）

はまかぜ交流センター
（放射線防護施設）

大島小学校
（放射線防護施設）

PAZ

 福井県は、 PAZ内の防護対策を担う自治体職員、警察・消防職員（消防団員を含む）のほか、ﾊﾞｽ

会社等の運転者、放射線防護施設の施設管理者等向けに防護服・個人線量計等の放射線防護資
機材を備蓄。

 緊急時には、放射線防護資機材を避難誘導者、運転者に配布し、万一に備え避難搬送時に携帯。
 平時にはこれらの使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。

(C)2017ZENRIN(Z05E-第175号)
おおい町役場

（放射線防護施設）

小浜警察署

若狭消防署大飯分署 （凡例）
：放射線防護資機材備蓄拠点
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福井県におけるUPZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄・供給体制

 UPZ内一時移転等において住民搬送を担う輸送事業者等には、原則、放射線防護資機材備蓄拠点や緊急時に設置

する一時集結拠点（一部の避難退域時検査場所を活用）で放射線防護資機材を配布。

 一時集結拠点等では、放射線防護資機材の使用方法に関する説明のほか、避難者搬送等の業務が、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ

における直近の観測結果等を基に、被ばく線量の管理目安である積算1mSvを下回ることをあらかじめ確認。

 また、PAZ同様、平時から放射線防護資機材の使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。

一時集結拠点
一部の避難退域時検査場所を活用

一時集合場所等

住民の一時移転等を実施

資機材の搬送

福井県原子力災害対策本部

輸送事業者等

連絡・調整

PAZ

UPZ

福井県美浜オフサイトセンター

福井県敦賀オフサイトセンター

住民搬送等を担う輸送事業者等に対する
放射線防護資機材の配布体制

資機材搬送を担う事業者 住民搬送を担う事業者

資機材の受取

資機材の受取

放射線防護資機材備蓄拠点

大飯OFC、高浜OFC 、美浜OFC、
敦賀OFC、関係市町庁舎 等

資機材備蓄拠
点もしくは一時
集結拠点にて
資機材の受取

移動 資機材の受取

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)
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（凡例）

：一時集結拠点：放射線防護資機材備蓄拠点

：資機材の主な受取場所



PAZ

UPZ

京都府におけるUPZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄・供給体制

（凡例）

：一時集結拠点：放射線防護資機材備蓄拠点

一時集結拠点
一部の避難退域時検査場所を活用

一時集合場所等

住民の一時移転等を実施

資機材の搬送

京都府原子力災害対策本部

輸送事業者等

連絡・調整

住民搬送等を担う輸送事業者等に対する
放射線防護資機材の配布体制

資機材搬送を担う事業者 住民搬送を担う事業者

資機材の受取

資機材の受取

放射線防護資機材備蓄拠点

関係広域振興局庁舎、
関係市町庁舎 等

資機材備蓄拠
点もしくは一時
集結拠点にて
資機材の受取

移動 資機材の受取

 UPZ内一時移転等において住民搬送を担う輸送事業者等には、原則、放射線防護資機材備蓄拠点や緊急時に設置

する一時集結拠点（一部の避難退域時検査場所を活用）で放射線防護資機材を配布。

 一時集結拠点等では、放射線防護資機材の使用方法に関する説明のほか、避難者搬送等の業務が、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ

における直近の観測結果等を基に、被ばく線量の管理目安である積算1mSvを下回ることをあらかじめ確認。

 また、平時から放射線防護資機材の使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。
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滋賀県におけるUPZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄・供給体制

PAZ

UPZ

一時集結拠点
一部の避難退域時検査場所を活用

一時集合場所等

住民の一時移転等を実施

資機材の搬送

滋賀県災害対策本部

輸送事業者等

連絡・調整

住民搬送等を担う輸送事業者等に対する
放射線防護資機材の配布体制

資機材搬送を担う事業者 住民搬送を担う事業者

資機材の受取

資機材の受取

放射線防護資機材備蓄拠点

高島市庁舎、消防本部

資機材備蓄拠
点もしくは一時
集結拠点にて
資機材の受取

移動 資機材の受取

（凡例）

：一時集結拠点：放射線防護資機材備蓄拠点 (C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

 UPZ内一時移転等において住民搬送を担う輸送事業者等には、原則、放射線防護資機材備蓄拠点や緊急時に設置

する一時集結拠点（一部の避難退域時検査場所を活用）で放射線防護資機材を配布。

 一時集結拠点等では、放射線防護資機材の使用方法に関する説明のほか、避難者搬送等の業務が、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ

における直近の観測結果等を基に、被ばく線量の管理目安である積算1mSvを下回ることをあらかじめ確認。

 また、 平時から放射線防護資機材の使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。
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原子力事業者による放射線防護資機材等の支援体制

 原子力事業者は、放射線防護資機材を各原子力事業者で支援をするため、「原子力災害時におけ

る原子力事業者間協力協定」の内容を充実させて締結。

 原子力災害発災後の避難・一時移転等において、放射線防護資機材等が不足する場合、原子力事

業者は、保有する資源（要員・資機材等）を最大限供給し支援する。

資機材 数量

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） 360台

個人線量計 1,000個

全面ﾏｽｸ 1,000個

ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ 30,000着 ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ

主な備蓄資機材

全面ﾏｽｸ

※本協定のほか、関西電力、北陸電力、中国電力、四国電力及び九州電力の５社間において「原子力事業における相互協力に関する協定」
を締結（平成28年8月5日）

個人線量計

原子力災害時における原子力事業者間協力協定※ （平成26年10月10日）

【協定事業者】

北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、関西電力、中国電力、
四国電力、九州電力、日本原子力発電、電源開発、日本原燃

【目的】

原子力災害時における原子力事業者間協力の円滑な実施を図り、原子力災害の拡大防止及び
早期復旧の一翼を担うことを目的とする。

【協力活動の範囲】
原子力災害時の周辺地域の環境放射線モニタリング及び周辺区域の汚染検査・汚染除去に関する
事項について、協力要員の派遣・資機材の貸与その他の措置 等
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福井県、京都府及び滋賀県の関係市町における行政備蓄

避難元市町の生活物資の備蓄状況

※ 上記物資備蓄数は概数。また、上記の他に、関係市町では常備薬、炊き出し用具等、避難生活に必要な物資等を準備している。
※ 上記の数量は令和元年8月調査時点で把握している最新の数。
※ 福井県の飲料水備蓄については、浄水器（1台あたり2,000ℓ/時間造水可能）10台を利用することで対応する。

 緊急時に備え、府県及び関係市町では、食料及び生活物資等の備蓄を実施。万が一不足等が生じ
る事態となった場合、府県が調整を行い、それぞれの府県内の全市町より、備蓄した食料及び生活
物資等を融通する体制を整備。

福井県関係市町 京都府関係市町
滋賀県

関係市町

福井県 おおい町 小浜市 高浜町 若狭町 美浜町 京都府 舞鶴市 綾部市 南丹市 京丹波町 京都市 滋賀県 高島市

食料品
（食）

53,100 14,890 8,096 10,670 2,955 5,487 280,030 11,989 7,177 11,000 8,667 729,200 300,010 34,420

飲料水
（ﾘｯﾄﾙ）

- 6,120 3,790 3,360 1,794 2,921 139,977 3,478 8,126 6,000 5,448 295,984 - 68,748

毛布
（枚）

19,480 1,130 2,362 1,952 785 1,976 139,801 3,363 4,180 960 1,000 76,891 26,940 11,450

簡易ﾄｲﾚ
（基）

〈括弧内
は携帯型
の個数〉

367 22 29 36 35 32
〈1,400〉

10
〈38〉 〈54〉 〈350〉 〈70〉

1,495
〈2,347〉

- 604
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福井県における災害時の物資供給等に関する協定の主な締結状況

災害時における物資の供給等に関する協定の主な締結状況

協定の種類 内容 締結民間企業等

福
井
県

災害時における
応急生活物資の
協力に関する協
定

災害発生時にお
ける応急生活物
資の供給

福井県米穀(株)、福井県生活協同
組合連合会、福井県経済農業協同
組合連合会、福井県地方卸売市場
協議会、(一財)福井市中央卸売市
場協会、(株)バロー、(有)南部酒造
場、(株)ﾊｲﾋﾟｰｽ、(株)若狭瓜割、
(株)おおい、北陸ｺｶ・ｺｰﾗﾎﾞﾄﾘﾝｸﾞ
(株)、ｻﾝﾄﾘｰﾌｰｽﾞ(株)、ｷﾘﾝﾋﾞﾊﾞﾚｯ
ｼﾞ(株)北陸支社、(株)ﾛｰｿﾝ、(株)ﾌｧ
ﾐﾘｰﾏｰﾄ、大塚製薬(株) 、西日本段
ボール工業組合

災害時等におけ
る燃料の供給に
関する協定

災害時等におけ
る燃料の供給

福井県石油業協同組合、(社)福井
県ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ協会

災害時等におけ
る緊急・救援輸送
等に関する協定

災害発生時にお
ける緊急・救援物
資等輸送、専門
家等の派遣

（一社）福井県ﾄﾗｯｸ協会

災害時等におけ
る物資の保管等
に関する協定

災害発生時にお
ける救援物資の
受け入れ、仕分
け、保管・管理お
よび出庫

福井県倉庫協会

 関係市町及び避難先市町から物資支援の要請があった場合や要請を待ついとまがないと認められ
る状況になった場合に備え、福井県は「災害時における応急生活物資等の協力に関する協定」等を
民間企業等と締結。

市町 協定の種類・締結民間企業等

おおい町
生活物資等の供給【福井県民生活協同組合】

燃料等の供給【(社)福井県ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ協会福井支部】

小浜市

生活物資等の供給 【NPO法人コメリ災害対策ｾﾝﾀｰ、
福井県民生活協同組合、㈱ママーストアー】

燃料等の供給【福井県石油業協会若狭支部、(社)福
井県ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ協会若狭支部】

高浜町

生活物資等の供給【NPO法人コメリ災害対策セン
ター、福井県民生活協同組合】

燃料等の供給【(社)福井県ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ協会若狭支部】

若狭町
生活物資等の供給【JA若狭、JA敦賀美方、協同組
合三方SC、㈱PLANT、㈱若狭瓜割、㈱光洋若狭工
場、福井県民生活協同組合】

美浜町

生活物資等の供給【NPO法人コメリ災害対策セン
ター、㈱ティケーエス、美浜町衣料品組合、敦賀美
方農業協同組合、美浜町商業振興協同組合、美方
菓子組合美浜支部、美浜町食品組合、美浜町料理
飲食店組合、福井県民生活協同組合】

燃料等の供給【(社)福井県ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ協会敦賀支部、
美浜町石油組合）】

ちょう

お ばま し

わかさちょう

※ 法人名等は協定締結当時の名称 124
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京都府における災害時の物資供給等に関する協定の主な締結状況

災害時における物資の供給等に関する協定の主な締結状況

 関係市町及び避難先市町から物資支援の要請があった場合や要請を待ついとまがないと認められ
る状況になった場合に備え、京都府は「災害時における応急生活物資等の協力に関する協定」等を
民間企業等と締結。

※ 法人名等は協定締結当時の名称

市町 協定の種類・締結民間企業等

舞鶴市
生活物資等の供給【舞鶴商工会議所、㈱エール、NPO法人コメリ
災害対策センター、ゴダイ㈱】
燃料等の供給【(社）京都府エルピーガス協会舞鶴支部】

綾部市

生活物資等の供給【京都丹の国農業協同組合、㈱マツモト、近畿
コカ・コーラボトリング㈱、NPO法人コメリ災害対策センター、ゴダイ
㈱、(株)ジュンテンドー】
燃料等の供給【(社）京都府エルピーガス協会綾部支部】

南丹市

生活物資等の供給【㈱ケーエスケー、㈱Aコープ園部店、㈱井筒八
ツ橋本舗、男前豆腐店㈱、京都農業協同組合、㈱湖池屋、NPO法
人コメリ災害支援センター、㈱仙太郎、㈱ダイコー、㈱虎屋、南丹
市商工会、日本ミルクコミュニティ㈱、㈱伏見屋、㈱マツモト、近畿
コカ・コーラボトリング㈱】
燃料等の供給【(社)京都府エルピーガス協会南丹船井支部】

京丹波町
生活物資等の供給【近畿コカ・コーラボトリング㈱】
燃料等の供給【(社)京都府エルピーガス協会南丹船井支部】

京都市

生活物資等の供給【㈱大丸松坂屋百貨店大丸京都店、㈱高島屋
京都店、㈱藤井大丸、㈱ジェイアール西日本伊勢丹、㈱ファミリー
マート、㈱セブン－イレブン・ジャパン、㈱ローソン、京都生活協同
組合、関係中央卸売市場、京都パン共同組合、全日本パン共同組
合連合会近畿倒壊北陸ブロック、伏見酒造組合、コカ・コーラウエ
スト㈱、ダイドードリンコ㈱西日本営業部、サントリーフーズ㈱近畿
支社、樋口鉱泉㈱、コーナン商事㈱、京都福祉介護用品協会、（一
社）日本非常食推進機構】
燃料等の供給【京都府石油商業組合、(一社)京都府LPガス協会】
物資等の輸送【(一社)京都府トラック協会、(公社)京都青年会議所、
(一社)京都府バス協会、佐川急便㈱西日本支社、ヤマト運輸㈱】

まいづる し

あや べ し

なん たん し

きょうたんばちょう

協定の種類 内容 締結民間企業等

京
都
府

災害時における
応急生活物資
の供給協力に関
する協定

災害時における
応急対策物資供
給等

府JA中央会、府生協連､イズミ
ヤ、イオンリテール、西友、ダイ
エー、大丸京都店、高島屋京
都店、藤井大丸、ＪＲ伊勢丹、
NPO法人コメリ災害対策セン
ター、㈱ローソン、㈱ファミリー
マート、㈱サークルＫサンクス、
コカ･コーラウエスト㈱、ダイドー
ドリンコ㈱西日本営業部、サン
トリーフーズ㈱近畿支社、京都
パン協同組合、全日本パン協
同組合連合会近畿東海北陸ブ
ロック、㈱ケーヨー、「５日で５０
００枚の約束。プロジェクト」実
行委員会、（一社）京都府LPガ
ス協会

災害等緊急時に
おける貨物自動
車輸送の応援に
関する協定

災害発生時にお
ける緊急・救援
物資等輸送

(一社)京都府トラック協会

災害時の支援
活動等における
相互協力に関す
る協定

災害時における
緊急通行車両へ
の優先給油及び
被災者や帰宅困
難者への情報提
供等

京都府石油商業組合

災害時等におけ
る物資の保管等
に関する協定

災害時における
救援物資の受入
れ、仕分け、保
管及び出庫

京都倉庫協会
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滋賀県における災害時の物資供給等に関する協定の主な締結状況

 高島市及び避難先市町から物資支援の要請があった場合や要請を待ついとまがないと認められる
状況になった場合に備え、滋賀県は「災害時における応急生活物資等の協力に関する協定」等を民
間企業等と締結。

災害時における物資の供給等に関する協定の主な締結状況

※ 法人名等は協定締結当時の名称

協定の種類 内容 締結民間企業等

滋
賀
県

災害救助に必
要な物資の調達
に関する協定

災害救助に
必要な物資
の調達および
供給等

滋賀県生活協同組合連合会、㈱西友、㈱平
和堂、ジャスコ㈱近畿カンパニー、㈱草津近
鉄百貨店、ユーストア㈱、NPO法人コメリ災
害対策センター、㈱ローソン、㈱セブン-イレ
ブン・ジャパン、富士産業㈱、㈱ファミリー
マート、三笠コカ・コーラボトリング㈱、(株)カ
インズ、西日本段ボール工業協会

災害時の燃料
の供給に関する
協定

災害時におけ
る石油類燃料
の供給等

滋賀県石油商業組合、石油連盟

災害時における
物資の輸送に
関する協定

災害時におけ
る物資の輸送

（一社）滋賀県トラック協会、滋賀県漁業協
同組合連合会、琵琶湖汽船㈱、近江トラベ
ル㈱、㈱ノエビア

災害時における
物資の保管等
に関する協定

災害時におけ
る物資の輸送、
受入れ、仕分
け、保管およ
び出庫等の
物流業務

滋賀県倉庫協会

市町 協定の種類・締結民間企業等

高島市

生活物資の供給等
【生活協同組合コープしが、(株)アヤ

ハディオ、(株)ナフコ、NPO法人コメリ
災害対策センター、(株)平和堂、
(株)PLANT】

燃料の供給等
【社団法人滋賀県エルピーガス協会

高島支部、滋賀県石油協同組合高島
支部】

物資等の輸送
【社団法人滋賀県トラック協会湖西

支部、高島市漁業振興連絡会】
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おおい町及び小浜市からのPAZ内避難時（県内避難）の物資備蓄・供給体制

（※）物資備蓄数は概数

協定の種類 内容

福
井
県

災害時における応急
生活物資の協力に関
する協定
ほか３協定

災害発生時に
おける応急生
活物資等の供
給

お
お
い
町

災害時における物資
供給に関する協定
ほか１協定

災害発生時に
おける応急生
活物資等の供
給

小
浜
市

災害時等における生
活物資の供給協力に
関する協定
ほか１協定

災害時等にお
ける生活物資
の供給

避難元自治体による流通備蓄
・食料品、飲料水、日用品、衣料品

・その他おおい町及び小浜市が指

定する物資

 おおい町、小浜市のPAZ内からの避難住民の受入れ時には、受入先自治体による備蓄のほか、福井県、おおい

町及び小浜市による備蓄、さらには福井県、おおい町及び小浜市と災害時協定を締結している指定業者等からの

流通備蓄、日本赤十字社福井県支部に備蓄された物資（食料等の生活用品）等を、福井県ﾄﾗｯｸ協会等の協力を

得て、避難施設に搬送する。

 福井県及び関係市町が備蓄している物資が不足する場合、福井県から、国の原子力災害対策本部に対し物資調

達の要請を行う。

お ばま し

PAZ

日本赤十字社福井県支部備蓄
・毛布：3,000枚
・緊急セット（携帯ラジオ、懐中電灯

等）：2,000個
・安眠セット（マット・枕等）：100個 等

避難元 避難先施設（県内）

小浜市

内外海地区

（泊、堅海）

越前市
福井県立武生

商業高等学校

おおい町

大島地区
敦賀市

敦賀市立粟野

中学校

越前市備蓄
・食料：12,046食
・毛布：4,043枚
・飲料水：1,800ﾘｯﾄﾙ
・トイレ：62個 等

敦賀市備蓄
・食料：38,126食
・毛布：5,721枚
・飲料水：84,794ﾘｯﾄﾙ
・トイレ：41個 等

福井県敦賀オフサイトセンター備蓄
・食料：9,660食
・毛布：3,500枚
・大人用紙おむつ：680枚 等

ちょう

お ばま しちょう

うち と み

とまり かつみ

あわ の

たけ ふ

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

UPZ

おおい町、小浜市備蓄
・（P123参照）

※詳細はP124参照
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おおい町及び小浜市からのPAZ内避難時（県外避難）の物資備蓄・供給体制
お ばま し

PAZ

兵庫県

川西市

姫路市

日本赤十字社兵庫県支部備蓄
・毛布：7,380枚
・緊急セット（携帯ラジオ、懐中

電灯等）：3,516セット
・安眠セット（マット・枕等）:812個 等

PAZ住民避難先（県外避難の場合）

（※）物資備蓄数は概数

避難所へ

日
本
赤
十
字
社
兵
庫
県
支
部
備
蓄
等

避難先における物資確保の流れ

※その他物資が不足する場合には、関西広域
連合と連携し必要物資を確保

物
資

物
資

受入市町の
支援物資

（必要に応じて）

おおい町及び小
浜市が調達した
物資（協定による
調達を含む）

物
資

福井県が調達した物資
（協定による調達を含む）

原子力災害対策本部の指示により
調達した物資

物
資

要
請

要
請

避難元 避難先（県外）

おおい町

大島地区

兵庫県

川西市

・加茂小学校

・久代小学校
・桜が丘小学校

・川西小学校

小浜市

内外海地区

（泊、堅海）

兵庫県
姫路市

・好古学園大学校
うち と み

とまり かつみ

か も

くしろ

ちょう

(C)2016ZENRIN(Z05E-第175号)

UPZ

 おおい町及び小浜市のPAZ内からの避難住民の受入れ時には、受入先自治体の支援のほか、福井県おおい町及び小浜
市の調達した物資、日本赤十字社兵庫県支部に備蓄された物資（毛布等の生活用品）等を、福井県ﾄﾗｯｸ協会等の協力を
得て、避難施設に搬送する。

 広域避難の際の避難所の運営に必要な物資については、避難元・避難先自治体が協力して確保をする。また、原子力事故
による単独災害時には、物資の流通網は健全なことが想定されるため、避難先の民間事業者等から食料品をはじめ生活
用品等の調達を積極的に行う。

 物資が不足する場合には、福井県から、国の原子力災害対策本部等に対し物資調達の要請を行う。

お ばま しちょう
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福井県における物資の調達・供給

・避難・屋内退避住民に対する政府等の供給食料・物資の集積
・ボランティア団体等による食糧・物資の集積
・オフサイト対応で必要となる放射線防護資機材
・追加で必要となる緊急時モニタリング資機材及び放射線防護資機材
・避難住民への食糧・物資の供給
・災害関係情報（道路情報、緊急時モニタリング情報） 等

・避難先住民や屋内退避住民への食糧・物資の供給
・地域住民のニーズ等を踏まえた物資供給に関する各種要請
・災害関係情報（道路情報、緊急時モニタリング情報） 等

広域物流拠点
（福井県産業会館、サンドーム福井、きらめきみなと館）

物資輸送拠点

国
等

避
難
先
・
屋
内
退
避
施
設
等

広
域
物
流
拠
点

※

状
況
に
応
じ
設
置

物
資
輸
送
拠
点

搬送

地域住民のニーズ
等を踏まえた物資
供給等を要請

搬送

搬送

搬送

住
民
の
ニ
ー
ズ
等
を
踏
ま
え
て
物
資
を
供
給

広域物流拠点
（福井県産業会館）

避難先

避難先

広域物流拠点
（サンドーム福井）

避難先

円滑な物流供給のための専門家の派遣
・協定締結事業者から広域物流拠点等に専門家を派遣
・物資の保管や荷捌き等に対する助言・指導

 物資供給の迅速性を高めるため、国や他都道府県からの大量の支援物資を円滑に受け入れ・仕分けし、避難先
等に搬送するため広域物流拠点を指定※。広域物流拠点では、市町の要求を踏まえて必要な食糧や物資を分別
し、住民の避難先等や物資輸送拠点に輸送。

 物資輸送拠点では、地域住民のﾆｰｽﾞ等を踏まえた物資供給に関する各種要請を行うとともに、広域物流拠点で
受け入れた支援物資を住民の避難先等へ円滑に輸送。

 広域物流拠点・物資輸送拠点は、防災業務関係者への災害関係情報の提供拠点としても活用。

※福井県にて指定している広域物流拠点の他にも、協定に基づき、倉庫協会に所属する倉庫業者の倉庫も物流拠点として活用。

UPZ

PAZ

物資輸送拠点物資輸送拠点

広域物流拠点
（きらめきみなと館）

広域防災拠点

（三木総合防災公園）
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・避難先住民や屋内退避住民への食糧・物資の供給
・地域住民のニーズ等を踏まえた物資供給に関する各種要請
・災害関係情報（道路情報、緊急時モニタリング情報） 等

UPZ

避難先

避難先

広域防災拠点

（三木総合防災公園）

避難先

京都府における物資の調達・供給

国
等

避
難
先
・
屋
内
退
避
施
設
等

広
域
防
災
活
動
拠
点

地
域
内
輸
送
拠
点

搬送

搬送

搬送

搬送

住
民
の
ニ
ー
ズ
等
を
踏
ま
え
て
物
資
を
供
給

広域防災活動拠点

（丹波自然運動公園）

広域物資輸送拠点
（徳島県立防災センター）

地域住民のニーズ
等を踏まえた物資
供給等を要請

・避難・屋内退避住民に対する政府等の供給食料・物資の集積
・ボランティア団体等による食糧・物資の集積
・オフサイト対応で必要となる放射線防護資機材
・追加で必要となる緊急時モニタリング資機材及び放射線防護資機材
・避難住民への食糧・物資の供給
・災害関係情報（道路情報、緊急時モニタリング情報）等

広域防災活動拠点
（丹波自然運動公園 、山城総合運動公園）
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円滑な物流供給のための専門家の派遣
・協定締結事業者から広域防災活動拠点等に専門家を派遣
・物資の保管や荷捌き等に対する助言・指導

地域内輸送拠点

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

PAZ

避難先

広域防災活動拠点

（山城総合運動公園）

地域内輸送拠点

 物資供給の迅速性を高めるため、国や他都道府県からの大量の支援物資を円滑に受け入れ・仕分けし、避難先等に搬送するため

広域防災活動拠点を設定※。広域防災活動拠点では、市町の要求を踏まえて必要な食糧や物資を分別し、住民の避難先等や地域

内輸送拠点に輸送。

 地域内輸送拠点では、地域住民のﾆｰｽﾞ等を踏まえた物資供給に関する各種要請を行う。

 広域防災活動拠点・地域内輸送拠点は、防災業務関係者への災害関係情報の提供拠点としても活用。

※京都府にて設定している広域防災活動拠点の他にも、協定に基づき、倉庫協会に所属する倉庫業者の倉庫も物流拠点として活用。



PAZ

UPZ

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

（凡例）

：物資輸送拠点 ：湖上輸送拠点

UPZ

滋賀県における物資の調達・供給

・避難・屋内退避住民に対する県外などからの緊急物資等の受け入れ、
整理、積み替え、一時保管等を行う拠点。

物資輸送拠点

・琵琶湖が県央にある地理特性を活かし、県有船や民間船舶等を利用
した湖上輸送を行うための拠点。

湖上輸送拠点

【輸送調整所の設置と緊急輸送体制】
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 物資供給の迅速性を高めるため、国や他都道府県からの大量の支援物資を円滑に受け入れ・仕分けし、避難先
等に搬送するため物資輸送拠点を、協定により選定を受けた民間倉庫（30箇所）等の空き状況等を考慮し決定。

 物資の効率的な輸送を図るため、災害時に滋賀県倉庫協会、（一社）滋賀県ﾄﾗｯｸ協会を中核とした輸送調整所を
滋賀県災害対策本部内に設置し、物資輸送拠点や湖上輸送拠点等を利用して官民共同による緊急輸送体制を構
築。

 物資輸送拠点では、高島市の要求を踏まえて必要な食糧や物資を分別し、住民の避難先等に輸送。
 輸送調整所では、地域住民のﾆｰｽﾞ等を踏まえた物資供給に関する各種要請を行う。

滋賀県ﾄﾗｯｸ協会滋賀県倉庫協会

県防災ﾍﾘ・
県有船

湖上船舶

民間ﾍﾘ

自衛隊

備蓄物資倉庫

物資協定締結企業等

国・広域連合等 市町 避難所等

県災害対策本部
(輸送調整所は本部の一部)

輸送調整所

調整

調整

調整

調整

調整
調整

調整

調整

要員派遣要員派遣

要請

要請

要請

要請

要請

要請



原子力事業者による生活物資等の支援体制

 関西電力では、災害時に福井県、京都府、滋賀県及び関係市町が備蓄する生活物資が不足する場
合に備え、原子力事業本部及び原子力発電所に備蓄している食料、生活物資等を支援する備蓄体
制を整備。

 さらに、ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟとして京都府、滋賀県、大阪府等の本店・支社および近隣の事業所に備蓄している
生活物資について出来る限り支援する。

 物資等の輸送に関しては、関西電力が非常災害時に備えて、日常から物流業務を委託している民
間業者と締結した資機材全般の輸送に係る協定を活用する。

生活物資の備蓄状況

食料品
（食）

飲料水
（ﾘｯﾄﾙ）

毛布
（枚）

合計 59,600 14,000 1,300

※令和元年.10月時点
※物資の供給は、各府県からの要請に基づき、各事業所に備蓄されている

物資を総合的に運用のうえ、要請に対応。
※上記備蓄数でも不足する場合は、必要に応じて流通物資を活用して

生活物資の確保に努める。
※その他、携帯トイレ等についても備蓄をしている。

災害時における物資の輸送に関する協定等の締結状況

協定の種類 内容 締結民間企業等

非常災害時における
資機材等の輸送用車
両の優先提供に関す
る協定

輸送車両の優先
利用等

関西圏域の民間業者

UPZ

PAZ

：本店、支社
(C)2016ZENRIN(Z05E-第175号)

各事業所に備蓄して
いる生活物資を支援

原子力事業本部、美浜発電所、
高浜発電所、大飯発電所
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物資関係省庁関係業界団体等

民間企業

関係府県災害対策本部

関係市町災害対策本部

地方公共団体
による行政備蓄

市町村が開設する
地域内輸送拠点等

関係府県が開設する
広域物資輸送拠点等

PAZ内 UPZ内 UPZ外

調達要請 回答

調達要請

回答

要請を伝達

対応状況の報告

調整

要請を伝達

物資調達の要請

総務省
厚生労働省
農林水産省
経済産業省

調達・供給
の調整

ﾄﾗｯｸ会社・民間企業

 関係府県及び関係市町が備蓄している物資が不足する場合、関係府県及び関係市町から、国の原子力災害対策
本部に対し物資調達の要請を行う。

 要請を受けた、または原子力災害対策重点区域内が混乱し要請を待ついとまがないと認められた場合等、国の原
子力災害対策本部は、物資関係省庁（総務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省）に対しこの要請を伝達、ま
たは要請し、各物資関係省庁は所管する関係業界団体等に調達要請を実施し、関係府県が開設する広域物資輸
送拠点等への物資搬送を行う。

 民間事業者が搬送を行う場合には、関係府県は、民間事業者の安全確保の観点から、必要な情報や線量計・防護
服などを提供する。

原子力災害対策重点区域内
が混乱し要請を待ついとまが
ないと認められた場合必要と

判断し要請

屋内退避施設 屋内退避施設等 避難先

原子力災害対策本部

（首相官邸）

国による物資（食料等の生活用品等）の供給体制

福井県大飯オフサイトセンター

(おおい町)

おおい
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国による物資（燃料）の供給体制

 関係府県及び関係市町が備蓄している燃料が不足する場合、関係府県及び関係市町から、国の原子力災害対策
本部に対し燃料調達の要請を行う。

 要請を受けた、または原子力災害対策重点区域内が混乱し要請を待ついとまがないと認められた場合、国の原子
力災害対策本部は、経済産業省に対しこの要請を伝達、または要請し、経済産業省は所管する関係業界団体等
に調達要請を実施し、原則として製油所・油槽所から屋内退避施設や避難先等への搬送を行う。

 民間事業者が搬送を行う場合には、関係府県は、民間事業者の安全確保の観点から、必要な情報や線量計・防
護服などを提供する。

経済産業省関係業界団体 等

製油所・油槽所

関係府県災害対策本部

関係市町災害対策本部

PAZ内 UPZ内

UPZ外

供給要請 回答

供給要請

回答

要請を伝達

対応状況の報告

要請を伝達

燃料調達の要請

調達・供給
の調整

中核ＳＳ等

民間企業等

一時集結拠点等

調整

※緊急車両の優先給油等

福井県大飯オフサイトセンター

(おおい町)

原子力災害対策重点区域内
が混乱し要請を待ついとまが
ないと認められた場合必要と

判断し要請

屋内退避施設 屋内退避施設等

避難先

原子力災害対策本部

（首相官邸）

おおい
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主な物資の種類と担当省庁、関係業界団体

物資の種類 担当省庁 主要緊急物資 主な関係業界団体等

給水

厚生労働省

飲料水 周辺自治体水道局

医薬品等
一般薬、紙おむつ、

マスク 等

日本ＯＴＣ医薬品協会、
日本製薬団体連合会、

日本医療機器産業連合会、
日本医薬品卸売業連合会 等

食料等 農林水産省
パン、即席めん類、
おにぎり、缶詰 等

各種食品産業関係団体 等

生活必需品

経済産業省

仮設トイレ、
トイレットペーパー、

毛布 等

什器・備品レンタル協会、
日本家庭紙工業会、

日本毛布工業組合 等

燃料（石油・石油ガス等）
ガソリン、軽油 等

石油連盟、全国石油商業組合連合会、
独立行政法人石油天然ガス・

金属鉱物資源機構（ＪＯＧＭＥＣ） 等

貸出用機材の種類 担当省庁 主要緊急物資

通信機器 総務省
災害対策用移動通信機器

（衛星携帯電話、ＭＣＡ端末、簡易無線機）

 被災者の生活の維持のために必要な物資（食料等の生活用品等）の調達・供給は、防災基本計画
第2編 各災害に共通する対策編に基づき実施。

※物資の調達・供給に係る、関係機関等の基本的な対応については、P133、134の体制に基づき実施。 135



9．緊急時モニタリングの実施体制
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緊急時モニタリングの体制

企画調整グループ

緊急時モニタリングの企画調整を担
い、緊急時モニタリングセンター内の
活動に対する監督を行う。

情報収集管理グループ

中央との情報共有システムを維持・管
理するとともに、緊急時モニタリング
データの一元的管理等を行う。

測定分析担当

緊急時モニタリングを実施する。

 国は、施設敷地緊急事態に至った原子力施設の立地道府県に緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ（EMC）を設置する。

 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ（EMC）の体制について、ｾﾝﾀｰ長、企画調整ｸﾞﾙｰﾌﾟ及び情報収集管理ｸﾞﾙｰﾌﾟを福

井県大飯ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰに、測定分析担当は、それぞれの府県に拠点を設置する。

 大飯原子力規制事務所に１名、高浜原子力規制事務所に２名の大飯・高浜地域を担当する上席放射線
防災専門官を配置し、緊急時モニタリング体制を強化

おお い
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＊2

ｾﾝﾀｰ長
緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ（EMC）

総括
調整

企画調整ｸﾞﾙｰﾌﾟ

企画

測定分析担当

京都府
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

連絡

情報共有
ｼｽﾃﾑ等

維持・管理

情報収集管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ

収集
確認 福井県

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

総括
連絡

測定
採取

分析

滋賀県
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

＜設置場所＞
企画調整ｸﾞﾙｰﾌﾟ：ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
情報収集管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ：ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
測定分析担当：ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ他

総括
連絡

測定
採取

分析

総括
連絡

測定
採取

分析

たか はま



大飯地域緊急時モニタリング体制

 大飯地域におけるUPZ内及びその周辺の福井県、京都府及び滋賀県の11市町（福井県5市町、京都府5市
町、滋賀県1市）に、人口分布等を考慮して緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ地点96地点（PAZを除く福井県33地点、京都府
28地点、滋賀県4地点、原子力事業者31地点）を設定し、防護措置の実施判断に係る連続測定を実施。

 大飯発電所敷地内及びPAZ内では、9地点の測定局で連続測定を実施。
 UPZ外については、必要に応じて国及び原子力事業者が航空機やﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ等の機動的手法を用いて緊

急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施。

おお い

おお い
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福井県における環境放射線モニタリング機器

 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ
・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ（福井県：55局（水準調査用11局を含む。）、原子力事業者：60局）及び簡易型電子線量
計観測局（55局）で、福井県域の放射線量等を測定

・万一、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等が使えなくなった場合に備え、可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ（18台）を配備
 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ

・放射線量、放射性物質濃度を測定する測定装置や機材を搭載したﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ等を配備

モニタリングポスト 【115局】
可搬型モニタリングポスト 【18台】

（バッテリー付）

ガンマ線核種分析ラボ車 【1台】
（高機能モニタリングカー）

モニタリングカー 【1台】 可搬型ダストヨウ素サンプラー 【5台】

簡易型電子線量計観測局 【55局】
(バッテリー付)
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京都府における環境放射線モニタリング機器

 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ
・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ（京都府：28局（水準調査用9局を含む。）、原子力事業者：2局）及び簡易型電子線
量計（31局）で京都府域の放射線量等を測定

・万一、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等が使えなくなった場合に備え、可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ（7台）を配備
 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ

・放射線量、放射性物質濃度を測定する測定装置や機材を搭載したﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ等を配備

モニタリングポスト 【30局】

モニタリングカー 【3台】
（走行サーベイ車）

モニタリングカー 【1台】

簡易型電子線量計 【31局】

可搬型モニタリング
ポスト 【7台】

（バッテリー付）

可搬型ダストヨウ素
サンプラー 【3台】

大気モニタ 【18局】
ヨウ素サンプラ【9局】
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滋賀県における環境放射線モニタリング機器

可搬型ダストヨウ素サンプラー 【2台】

 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ
・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ（15局（水準調査用9局を含む。））及び電子式線量計（15局）で、滋賀県域の放射
線量等を測定

・万一、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄが使えなくなった場合に備えるとともに、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄの設置数を補完する
ため、可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ（12台）を配備

 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ
・放射線量、放射性物質濃度を測定する測定装置や機材を搭載したﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ等を配備

モニタリングポスト 【15局】 可搬型モニタリングポスト 【12台】

モニタリングカー 【2台】
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大気モニタ 【４局】



緊急時モニタリング結果の共有及び公表

 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果は、緊急時放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報共有・公表ｼｽﾃﾑにより集約、EMC等の関係
機関と共有し、防護措置の実施判断に係る検討に活用するとともに、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにより公表。

＜各種ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報＞

可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ

簡易型電子線量計

テ
レ
メ
ー
タ※

等

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等

測
定
結
果
の
集
約

測定結果の共有

測定結果を原子力規制委員会HPで公表

原子力災害
対策本部
（ERC）

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ

福井県
京都府
滋賀県

緊急時
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ

（EMC）

原子力災害
現地対策本部
（オフサイトセンター）

原子力災害
対策本部
（官邸）

※テレメータ：モニタリング情報収集装置 142



緊急時モニタリング実施計画

 福井県、京都府、滋賀県では、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ計画を策定している。

 国は、施設敷地緊急事態に至った際に、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ計画を参照して緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ実施計画

を定めるほか、事態の進展に応じた同実施計画の改定等を行う。

参照の上、策定及び改定

緊急時モニタリング実施計画（例）

【記載する項目の例】
＜実施項目＞

例）
○モニタリングの継続
○固定局モニタリングポストの測定間隔の変更
○必要に応じた可搬型モニタリングポストの設置
○モニタリングカーによる測定の実施
○ヨウ素サンプラーの設置・測定
○飲食物中の放射性核種濃度の測定 等

＜実施主体＞
例）
○緊急時モニタリングセンター（測定分析担当）
○国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 等

＜情報共有／報告の体制＞

＜注意事項＞ 等

【その他添付資料等の例】
○測定項目一覧
○地図及び観測局等の地点図 等

＜緊急時モニタリング計画＞

福井県緊急時モニタリング計画

平成３０年７月

福 井 県

京都府緊急時モニタリング計画

平成２６年６月

京 都 府

滋賀県緊急時モニタリング計画

滋 賀 県
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緊急時モニタリングに係る動員計画

 防災基本計画及び原子力災害対策指針に基づき、平成27年１月に「緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに係る動員計

画」が策定された。

 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの広域化や長期化に備え、要員及び資機材の動員についてあらかじめ準備すべき

事項、動員の要請の手順等を定め、要員及び資機材の円滑な動員に資することを目的とする。

関係機関の保有資機材数
（平成30年度調査による。福井県、京都府、滋賀県、

関西電力を除く。）

＜概要＞

原子力災害対策指針においては、緊急時のモニタリング
の実施に当たって、国、地方公共団体及び原子力事業者は、
目的を共有し、それぞれの責任を果たしながら、連携し、必
要に応じて補い合うこと、関係指定公共機関は専門機関とし
て国、地方公共団体及び原子力事業者による緊急時モニタ
リングを支援することとされている。

動員計画においては、緊急時モニタリングの広域化や長
期化に備え、要員及び資機材の円滑な動員に資するため、
 地方公共団体、原子力事業者、関係指定公共機関等

（以下「関係機関」という。）から動員可能な要員及び資
機材の情報の調査方法

 上述の情報の更新の方法
 緊急時モニタリングセンター、原子力規制委員会・内閣

府原子力事故合同対策本部（全面緊急事態においては、
原子力災害対策本部）事務局及び関係機関の調整プロ
セス

等について規定。

要員
（数）

可搬型

モニタリング
ポスト（台）

モニタリング
カー（台）

国 １３ ６６ １２

道府県 ７９９ ２９３ ３２

原子力
事業者

５６５ ６１ ３１

関係指定
公共機関

９９ ６ ２

※ 各資機材については保有数を記載。
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大飯地域の緊急時モニタリング地点及び一時移転等の実施

図 大飯地域の緊急時モニタリング地点及び一時移転等の実施単位

 固定観測局については、そこで測定された実測値に基づいて迅速に防護措置を講ずる区域を特定できるよう、原
子力災害対策重点区域における全ての一時移転等の実施単位毎に設置されることが必要であり、福井県、京都府
及び滋賀県では既設ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等の値に基づき一時移転等を実施する範囲を関連付けている。既設ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟ
ｽﾄ等の全てについて非常用電源を設置しているほか、既設ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等の故障等に備え、可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ
等を保有している。
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関西電力による大飯地域の緊急時モニタリング機器

 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ
・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等（計6局）で、周辺監視区域境界付近の放射線量等を測定

※電源等の喪失が発生しても測定や伝送が中断しないよう、非常用電源や通信回線の強化を実施
・万一、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等が使えなくなった場合に備え、可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄを別途配備（6台）
 可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ

・施設敷地緊急事態が発生した場合、可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄを設置して、原子炉格納施設を囲む8方位（ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ
等の代替用6台を含む10台）の放射線量を測定

 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ
・放射線量、放射性物質濃度を測定する測定装置や機材を搭載したﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ（1台）を配備
 可搬型放射線計測装置

・発電所及びその周辺の放射線量等を測定
 ｵﾌｻｲﾄの協力

・緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰに必要な人員を派遣するほか、状況に応じて可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等の資機材を活用して、ｵﾌ
ｻｲﾄの緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに協力

モニタ車に搭載する可搬型測定機材の例

（サーベイメータ類）

主な可搬型放射線計測装置の例

可搬式ダストサンプラ
ＺｎＳシンチレーション

サーベイメータ
β線サーベイメータ

モニタリングポスト等 【6局】 可搬型モニタリングポスト 【10台】
（衛星系回線による通信機能付）

モニタリングカー 【1台】

146

おお い



10．原子力災害時の医療等の実施体制
（安定ヨウ素剤・避難退域時検査・簡易除染を含む）
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PAZ内住民に対する安定ヨウ素剤の事前配布

地 区
住民数

（人）
配布者数

（人）

おおい町

大島地区
７２６ ５０５

小浜市

内外海地区

（泊・堅海）

２５８ ２１８

合計 ９８４ ７２３

※対象住民数
福井県：平成31年4月現在

※配布者数
福井県：平成31年4月現在

 福井県おおい町及び小浜市では、安定ﾖｳ素剤の住民説明会を平成26年より開催し、同
時に事前配布を実施した。福井県では平成31年4月現在、723人に配布した。今後も継続
して、未配布者に対するﾌｫﾛｰを実施。

 乳幼児向けのｾﾞﾘｰ状安定ﾖｳ素剤についても事前配布と備蓄を実施。

PAZ 内外海地区

小浜市

泊

堅海大島地区
おおい町

うち と み

ちょう お ばま し

うち と み

とまり かつみ

かつみ

とまり

(C)2017ZENRIN(Z05E-第175号)
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